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自動継続特約付定期預金と消滅時効の起算点
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預金払戻請求控訴事件
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金融法務事情１７３６号５７頁、金融・商事判例1209号4頁
[当事者名]

控訴人（原告）甲野太郎[仮名]
対　
被控訴人（被告）株式会社東京スター銀行

[事実の概要]

控訴人である甲野太郎（以下「甲野」とする。）は、市原信用組合に対し、昭和６２年２月２３日、期間１年（満期日昭和６３年２月２３日）の定期預金（本件定期預金）として２００万円を預け入れた。本件定期預金契約には、次のようないわゆる自動継続特約が付されていた。「(1)この預金は、表面記載の満期日に前回と同一の期間の預金に自動的に継続する。継続された預金についても同様とする。(2)継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）までにその旨を申し出れば、この預金は、満期日以後に支払われる。」
　その後、市原信用組合は、合併して千葉県商工信用組合になり、甲野は、千葉県商工信用組合に対し、平成１４年８月１３日、本件定期預金契約の解約申入れをした。平成１４年８月１９日、千葉県商工信用組合は、被控訴人である株式会社スター銀行（以下「スター銀行」とする。）に対し、営業の全部を譲渡したので、平成15年6月、甲野は、スター銀行に対し本件定期預金の支払を求めて提訴した。これに対し、スター銀行は、甲野が昭和62年5月23日に本件定期預金を解約し、その払戻しを受けたことを主張するとともに、本件定期預金に係る払戻請求権は時効によって消滅したと主張する。一審では、本件定期預金契約に基づく預金払戻請求権は、初回満期である昭和63年2月23日から10年を経過した時点で消滅時効が完成しているとして、甲野の請求を棄却した。
[判旨]

「本件定期預金は、控訴人が払戻請求をしないと、更に満期の日から１年後を期限とするものとなり、控訴人は、新たな期限まで払戻請求をすることができず、消滅時効期間が進行することはない。」

「本件定期預金は、当初の満期日とされた昭和６３年２月２３日から１年ごとに期限が繰り延べられ、平成１４年８月１３日、控訴人により、解約の申入れがされ、これにつき、千葉県商工信用組合が期限前の解約を認めた事実を認定するに足りる証拠もない以上、上記解約申入れ後初めての満期日である平成１５年２月２３日の到来により払戻請求の行使が可能となり、その翌日から消滅時効期間が進行を開始したと解せられる。」

「本件自動継続特約の効果により期限が到来せず、時効期間が進行を開始しないのであり、予め時効の利益を放棄することに当たら」ない。「本件自動継続特約の下においては、継続の停止を申し出ないことは、債権者が更に同じ期間定期預金を継続する意思を明らかにしたと意思解釈すべきもので、これをもって、債権を行使する障碍を取り除かなかったことと同視することはでき」ない。

また、金融機関の二重払いは「安易な再発行を避け、又は自動更新特約の回数を制限する等の方法により、金融機関において、自らを守る工夫をすれば足りることであり、被控訴人の主張は、これをしないことを理由に、負担を顧客に転嫁するに等しいもので、採用の限りではない。」

「以上の次第で、前提となる事実記載の請求原因事実によれば、被控訴人の抗弁をいずれも認めることができない以上、その余の点について検討するまでもなく、控訴人の請求は理由がある。」
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